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はじめに

南海トラフを震源とする巨大地震は、概ね90～150年周期で発生しており、

その都度本県に大きな被害をもたらしてきました。昭和21年（1946年）12月21日

に発生した昭和南海地震から既に75年が経過し、年々切迫度が高まってきて

います。

県では、災害に強い地域社会を実現し、県民の生命、身体及び財産を守る

ため、平成20年（2008年）に「高知県南海地震による災害に強い地域社会づく

り条例」を制定しました。

この条例の実効性を高めるため、県や市町村、事業者、県民の皆さまがそ

れぞれの立場で実施すべき具体的な取り組みをまとめた「高知県南海トラフ地

震対策行動計画」を策定し、平成21年（2009年）から４期13年にわたって、地震による被害の軽減や発災

後の応急対策、速やかな復旧・復興に向けた事前の準備など、様々な対策をハード・ソフトの両面から進

めてきたところです。

また、東北地方の太平洋沿岸域に甚大な被害をもたらした東日本大震災や、震度７を２回記録した熊

本地震などの大規模災害を教訓として、対策の抜本的な見直しや強化も行ってまいりました。

これまでの取り組みにより、住宅の耐震化や津波避難空間の整備は大きく前進し、緊急輸送道路の

地震対策や浦戸湾の地震津波対策などのハード整備も順調に進捗しております。また、避難所につき

ましても、最大クラスの地震で想定される避難者数約21万7,000人に対して、県全体で約21万9,000人

分を確保することができました。

その結果、想定死者数は、平成25年（2013年）５月に県が想定した約42,000人から、令和４年（2022

年）３月末時点で約8,800人へと、79％減少いたしました。

しかしながら、命を守り死者数を限りなくゼロに近づけるとともに、助かった命をつなぎ、早期の復旧や

復興、生活を立ち上げるためには、まだまだ多くの課題があります。

特に、津波からの早期避難意識率100％の実現や室内における安全対策の実施率の向上、地域に

おける自主防災活動への参加など、県民の皆さまによる自助、共助の意識や取り組みは、命を守るため

に欠かせないものです。このため、県民の皆さまの防災意識のさらなる向上に向けまして、情報発信手

段の多様化やデジタル技術の活用など新たな手法も取り入れながら、啓発に係る取り組みを充実、強化

してまいります。

命をつなぐ対策については、県全体では避難所の確保に一定の目途が立ったものの、市町村別に見

ると不足している地域があるため、さらなる避難所の確保や周辺市町村への広域避難の実効性を高め

ていく必要があります。さらには、災害時の医療救護体制の確立や外部からの応援の受入態勢の強化、

高知市等の長期浸水域における迅速な救助救出活動の実効性確保などに、引き続きスピード感をもっ

て取り組んでまいります。

生活を立ち上げる対策については、これまでライフライン対策など早期の復旧に向けた対策を重点課

題として取り組んできましたが、第５期行動計画からは、復興に向けた取組も重点課題に追加し、令和３

年度末にとりまとめた「高知県事前復興まちづくり計画策定指針」を活用して、沿岸市町村が事前復興ま

ちづくり計画を策定できるよう支援を行ってまいります。このほか、庁内における復興業務手順や被災者

の個別支援体制の検討を進めるなど、早期の復興に向けた取り組みを本格化させます。

また、これらの取り組みの実施にあたっては、数値目標を設定した上で定量的に評価を行うなど、進

捗状況の可視化を通じて、取り組みの成果を県民の皆さまに分かりやすくお伝えするとともに、ＰＤＣＡ

サイクルを一層徹底し、課題の解消や取り組みの加速化を図ってまいります。

令和４年度からの３年間を計画期間とする第５期行動計画においては、「命を守る」対策に引き続き最

優先に取り組み、助かった「命をつなぐ」対策を着実に実行し、「生活を立ち上げる」対策を充実させるな

ど、これまでの取り組みをさらにバージョンアップさせながら、幅広く展開してまいります。

令和４年３月

高知県知事 濵田 省司
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